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1．東アジアの経済統合はより高いレベルの中日協力を必要とする
1997 年から 1998 年までのアジア金融危機と、2007 年から 2009 年までの世界金融危機の衝
撃を経て、東アジア経済統合はすでに新しい段階に入っている。その主要な特徴は、ASEAN
（Association of Southeast Asian Nations,東南アジア諸国連合）を中心とした多様な経済協力
体制が形成されていることである。例えば、中国、日本、韓国、インドと ASEANとの 4つの
「10 ＋ 1」があり、オーストラリア、ニュージーランドと ASEANとの「10 ＋ 2」があり、中
日韓 3カ国と ASEANとの「10 ＋ 3」があり、及び中国、日本、韓国、オーストラリア、ニュー
ジーランド、インドと ASEANとの「10 ＋ 6」がある。既存の多様な経済協力の中で最も核心
となるのは、自由貿易地域を基礎にした貿易投資の制度構築である。今後、東アジア経済の更
なる統合がなされるかどうかは主に大国間の経済貿易関係の制度的統合にかかっている。中日
韓 3カ国、特に中日間の経済貿易関係の制度構築がなければ、東アジア経済の更なる統合は実
質的な進展を遂げることは難しい。
＊　 中国国家発展改革委員会対外経済研究所国際経済総合研究室主任
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第 2次世界大戦以降、東アジアは異なった時期に異なった発展モデルを採用したため、東ア
ジアの奇跡は継続し、東アジア経済も活力に満ちたものとなった。1950 年から 1980 年まで、
日本は 40 年間にわたり、急速な経済発展を遂げ、一躍先進国の仲間入りを果たし、GDPでア
メリカに次ぐ第 2位の経済主体になった。1970 年から 2000 年まで、アジア新興工業経済地域
（Newly Industrializing Economies, NIEs）である香港、シンガポール、韓国と台湾は、30 年
間の高成長を経て工業化過程を完了させ、工業からサービス業への転換を基本的に実現した。
1980 年から 2000 年まで、ASEANの核心メンバーであるタイ、マレーシア、インドネシアとフィ
リピンの経済も比較的長期間の高成長を経験したが、工業化過程がまだ完了していない 1997
年にアジア金融危機の衝撃を受けた。1990 年から 2009 年まで、中国の改革開放政策は巨大な
活力を創出し、持続的かつ急速な経済発展を遂げた。中国は 1997 年のアジア金融危機と 2008
年の世界金融危機の衝撃を乗り越え、東アジアの奇跡を更に継続させた。
現在、東アジア経済統合の制度構築においては ASEANが中心となっている。しかし、
ASEAN自身が東アジア経済統合の核心になることは難しい。GDPでは、日本と中国は東ア
ジアにおける最大の経済体であり、2008 年の GDPはそれぞれ 4.9 兆ドルと 4.3 兆ドルである。
それに対して、ASEANのGDPは1.5兆ドルであり、韓国のGDPは0.9兆ドルである。したがっ
て、ASEANが東アジア経済統合の核心になることが難しいのである。経済発展水準では、
ASEAN諸国間の格差が大きい。2008 年においてシンガポールとブルネイの一人当たり GDP
は3万ドルを超えているが、ミャンマーの一人当たりGDPは500ドルまで達していない。また、
カンボジアとラオスの一人当たり GDPは 1,000 ドルまで及ばず、ベトナムもやっと 1,000 ド
ルを超えたばかりである。ASEAN自身の内部的な経済統合が一連の課題に直面しているので
ある。それに対して、2008 年の日本の一人当たり GDPは 38,457 ドル、中国の一人当たり
GDPは 3,259 ドルであり、中日経済統合は比較的良好な経済基礎を持っている。
現在、グローバル経済発展の重心は部分的にアジア、特に東アジア地域に移動している。新
興・発展途上経済体はグローバル経済の中でますます重要な役割を果たすようになっている。
東アジア経済の発展と東アジア奇跡の継続は、より高いレベルの東アジア経済統合を必要とす
る。このような統合にとって、中日韓 3カ国の制度的統合、特に中日経済の制度的統合が必要
である。中日経済貿易関係の制度構築は、中国の経済発展にとって有利であることだけではな
く、おそらく日本経済の苦境からの脱出にとってより有利であり、中日韓と ASEANのより高
い水準の経済統合を促進することができる。
2．中日協力は東アジア地域の発展形態の転換を促進することができる
中国と日本は地理的に近いというだけでなく、技術的に比較的大きな格差が存在し、経済的
に比較的強い補完性を持つことから、両国の経済貿易・投資関係も非常に緊密なものとなって
 立命館国際地域研究　第32号　2010年10月 29
いる。中国の統計によると、2008 年において日本は EUとアメリカに次ぐ、中国の第 3位の
貿易パートナーであり、中国の対外貿易総額の 10.4％を占めている。うち、輸入が 13.3％を、
輸出が 8.1％を占め、貿易収支は中国側の 45 億ドルの赤字である。2008 年、香港とシンガポー
ルなどの国際自由港を除くと、日本は EUと韓国に次ぐ、中国への第 3位の投資国であり、中
国の外資実質利用額の 3.9％を占めている。日本の統計によると、2008 年において中国は EU
とアメリカに次ぐ、日本の第 3位の輸出市場であり、日本輸出市場の 16％を占めている。中国
は日本にとって第 1位の輸入相手先国であり、日本の輸入額の 18.8％を占めている。2008 年
においてアメリカが依然として日本の第 1位の投資先国であるが、中国はアメリカ、オランダ、
イギリスに次ぐ、日本の第 4位の投資先国である。
中国と日本のそれぞれの経済発展過程において構造的な問題が出現した。これらの問題はあ
る程度類似している。例えば、過度に地域外の市場に依存し、巨額の貿易黒字と外貨準備を抱
え、最終資金がアメリカに還流することを余儀なくされた結果、自国の社会利益の流失をもた
らしただけでなく、外部リスクを拡大した。アメリカから起こった金融危機が中日経済に与え
た衝撃は、最初に貿易部門、やがて投資と消費分野まで広がった。これによって、中国経済は
アジア金融危機以来の最も厳しい状況に直面し、日本経済も再度苦境に陥った。日本の経済収
縮の幅は他の主要経済体よりはるかに大きい。金融危機後、アメリカを中心とした欧米経済体
の貯蓄・消費行為の調整は、おそらく一定程度中日経済の発展モデルに影響を与えた。
中国と日本だけでなく、東アジアの他の経済体も類似した構造的問題を抱えている。問題の
核心は、地域内の消費不足である。東アジア各経済体は貯蓄率が高い。消費不足の要因として
東アジアの文化、習慣、生活方式の諸要因を挙げることができるが、より大きな要因は各国の
発展水準の格差が比較的に大きく、社会福祉の構築が経済の発展水準から遅れをとったことに
ある。例えば、日本の経済発展過程では、社会福祉システムの構築は十分に重視されていなかっ
た。日本の経済発展が明らかに減速した後、一方では政府の社会福祉支出は絶えず増加し、巨
額の公的債務を形成した。他方では日本の経常収支黒字は大幅に増加し、大規模な対外債務を
蓄積した。東アジアの他の経済体もこれと類似した問題を抱えており、その問題は一層深刻化
する可能性がある。
過去 30 年、中国の改革開放は東アジアの経済統合に新しい動力を提供し、有利な条件を創
出した。中日韓を中心とした東アジア生産ネットワークが形成され、これによって、東アジア
経済は更なる活力に満ち、リスクに耐える能力も明らかに強化された。しかし、東アジアの生
産ネットワークの限界は、東アジア経済が地域内市場ではなく、地域外市場に過度に依存して
いることである。そのため、東アジア経済は外部需要の影響を受けやすく、またこの影響が東
アジア生産ネットワークを通じて内部で拡大している。2008 年、日本の輸出製品の 51.9％、
中国の輸出製品の 33.3％、オーストラリアとニュージーランドの輸出製品の 71.3％、その他の
アジア経済体の輸出製品の 59.4％はアジア 1）に向かった。アジア全体からの輸出製品の 50.1％
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は地域内に向かった。これに対して、EU27 カ国の輸出製品の 67.4％は地域内に向かっている。
もし東アジアの地域内貿易の割合を今より 10％上げることができれば、地域内の経済発展に巨
大な空間を作ることができ、また外部リスクをより有効に回避することができる。
このように、東アジア地域の内部発展形態の転換は主に中国と日本に依存する。一方で、中
国と日本はそれぞれの内部需要を拡大し、自国経済の外部市場に対する依存度を引き下げる必
要がある。他方で、中国と日本は地域内に対する輸出を増やし、地域内の他の経済体も需要を
拡大する必要がある。それがなければ、日本経済はおそらく 1992 年以来の苦境から脱出する
ことが難しく、中国とアジアの他の経済体も将来日本のような困難が待ち受ける可能性がある。
東アジア経済の更なる統合は東アジア各経済体に大きなチャンスを創出する。東アジア共同市
場の形成は、地域内の需要拡大と地域内の経済発展形態の転換を大きく促進するだろう。
3．中日協力は中日韓 3カ国の統合を促進することができる
実際、中韓の経済貿易投資関係は中日の関係より密接である。2008 年、韓国は世界第 15 位
の経済体であるが、中国にとって第 4位の貿易パートナーである。両国の貿易額は 1,861 億ド
ルであり、中国の対外貿易総額の 7.3％を占める。2008 年、韓国の対中貿易黒字は 382 億ドル
に達し、日本を超えて第 1位になった。2008 年末までの韓国の対中実質投資累計額は 419 億ド
ルを超え、中国の外資導入の 4.7％を占め、中国の実質外資導入先国として第 4位である。近年、
韓国にとって中国は、一貫して第 1位の輸出市場、第 1位の貿易パートナーであり第 1位の投
資先国である。しかし、中韓間の経済貿易協力の制度的構築は様々な原因によって目立った進
展を見せてはおらず、日韓間も同様の問題を抱えている。
中日韓 3カ国の経済貿易協力の制度構築が困難となっている原因は多くあるが、根本的な原
因は 3カ国間の政治面での相互信頼が欠如していることである。日本と韓国の一部の学者と政
策立案者は、しばしば中国経済の飛躍を圧力、競争、挑戦とみなし、中国の経済発展が最終的
に政治と安全に脅威をもたらすかもしれないと考えている。ある学者は「遠国と親交を結び、
近い国を攻める」という中国の戦国時代の成語を引用し、中国経済の飛躍後の政治と軍事動向
を推測している。しかし実は、「遠国と親交を結び、近い国を攻める」という成語が広まった
のは戦国時代である。それは、中国内部の諸侯国である秦国が、競争相手を打ち破り、最終的
に中国を統一するために採用した策略である。興味深いことは、秦の始皇帝は中国を統一した
後、いっそうの対外拡張の欲望を見せず、外敵からの襲撃を防ぐために長城を建設しはじめた
ことである。
アヘン戦争以前、中国はずっと政治・経済・軍事大国であったが、長期的な軍事占領と植民
政策推進の歴史を持っていない。前漢以来のシルクロードは戦争と略奪ではなく、紀元前 100
年の中国とインド、ペルシャ、アラビア、古代ギリシャ、古代ローマとの貿易と文化交流を反
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映したものである。明の末期に鄭和は西洋に出航した。これは、1420 年代の中国の航海技術の
高さを反映している。しかし、中国は当時の航海技術の優位性を征服と植民に利用しなかった。
2002 年、ギャビン・メンジーズ（Gavin Menzies，前イギリス海軍潜水艦指揮官）は『1421 年、
中国が世界を発見した』という本を発表した。この本は、大量の証拠を列挙し、鄭和の船団が
コロンブスより 70 年早く世界探検を完了し、その後の海洋探検に航海図を提供したとの考え
を示している。2009 年、劉鋼（中国の古地図愛好者）は、『古地図暗号：中国が世界の謎を発
見した』という本を発表し、更なる証拠を列挙した。彼は、1418 年前に中国人がすでにアメリ
カに到着し、しかも世界探検を完了したと考えている。西洋の歴史評論家の 1人は、「アヘン
戦争」を論評し、次のように述べている。「当時のイギリス商人は中国人と商売する時、金銀
以外に交換するものがなかったため、最後には麻薬を利用し、悪名高いアヘン戦争を引き起こ
さざるをえなくなった」。このように、中国の飛躍または復興は、決して侵略、拡張、略奪を
必要としない。
日本国内の中国脅威論の多くはおそらくアメリカから来ている。世界で唯一の超大国として
アメリカは、世界中のどの地域においてもアメリカの利益が存在すると考えており、世界中の
すべての地域で影響力の強化を望んでいる。同時に、アメリカはヨーロッパの考え方を多く受
け継いでいるため、すべての国家の飛躍がその（アメリカの）利益に挑戦し、軍事衝突を招き、
アメリカの安全に対する脅威を形成することがあると考えている。そのため、アメリカはいつ
も無意識的あるいは意識的にある大国を競争相手にしている。冷戦終結後、アメリカは中国を
その潜在的な競争相手とし、たびたび様々な手段で中国脅威論を作っている。このような背景
の下で、「日米安保条約」の存在のため、日本も受動的にアメリカから「中国脅威論」を輸入
しているのである。
1978 年以降、中国の改革開放政策は中国市場経済の構築に巨大な活力をもたらした。中国の
将来の経済発展のためには改革開放政策を絶えず強化する必要がある。したがって、中日韓の
協力に関して、中国は比較的開放的な態度を見せている。おそらく困難の多くは日本と韓国か
ら来ている。もし、中日韓 3カ国が政治面での相互信頼を構築することができなければ、経済
協力での制度協力は非常に限定されてしまうだけでなく、困難にもなる。中日間の政治面での
相互信頼と経済協力が非常に重要であることに注目すべきである。もし中日の経済協力の制度
構築が大きな進展を遂げることができれば、韓国に大きな圧力をもたらし、韓国は積極的に対
応せざるをえないだろう。それに対して、もし中韓の経済協力の制度構築が大きな進展を遂げ
ることができれば、日本に一定の圧力をもたらすが、日本が積極的に対応するかどうかについ
ては判断することが難しい。最後に、たとえ日韓の経済協力の制度構築が大きな進展を遂げる
ことができても、中日韓 3カ国の経済協力の制度構築の問題は依然として中国側にはない。
32 王　海峰：中日経済貿易関係制度構築の東アジア経済統合に対する意義
4．中日協力は東アジアが危機に対応する能力を著しく強化することができる
もし中国と日本が最も核心となる自由貿易地域の構築が困難になれば、中日と東アジア地域
協力の空間と水準は大きく制約されるだろう。しかし、中日協力には依然として比較的大きな
空間が存在する。このような協力は、東アジアの危機対応能力を有効に強化することができる。
実際、1997 年のアジア金融危機以降、「10 ＋ 3」を中心とする東アジア諸国は地域協力が経済
リスクを防御及び解消する重要性をますます意識するようになっている。1997 年にアジア金融
危機が起こった時、日本経済はそれ自身の危機サイクルにあり、アジアの 4つの新興工業経済
地域は深刻な影響を受けた。それに対して、中国が受けた影響は比較的小さかった。当時、中
国は人民元レートを切り下げないという政策を堅持し、一定程度危機にあるアジアに自信を与
えた。言うなれば、アジア金融危機を通じて東アジア諸国は地域協力の重要性を認識するよう
になったのである。
1997 年、アジア金融危機は中日韓と ASEANとの「10 ＋ 3」および 3つの「10 ＋ 1」の協
力体制の成立を促進した。2000 年以降、3つの「10 ＋ 1」はそれぞれ 3つの独立した自由貿易
協定を締結した。2005 年には、「10 ＋ 3」の体制を基礎として「10 ＋ 6」の協力体制が構築され、
ASEANとインド、ASEANとオーストラリア・ニュージーランドという 2つの独立した自由
貿易協定が締結された。「10 ＋ 3」の枠組みの下で、東アジアの地域協力は一連の進展を遂げ、
1999 年に「東アジア協力に関する共同声明」が発表され、2007 年には第 2次の「東アジア協
力に関する共同声明」と「『10 ＋ 3』の協力に関する 2007 年から 2017 年までの行動計画」が
合意された。
アジア金融危機後、「10 ＋ 3」の協力にとって 1つの重要な進展は、「チェンマイ・イニシア
ティブ」に基づいた金融協力である。2000 年 5 月、タイのチェンマイで開かれた中日韓・
ASEAN財務相会議において、「10＋ 3」は、通貨スワップ取極のネットワーク構築に関する「チェ
ンマイ・イニシアティブ」に合意し、従来の ASEANの通貨スワップネットワークの資金規模
を拡大させることを決めた。また「10 ＋ 3」は、ASEAN及び中日韓が 2国間で自主的かつ合
意に達した基本原則に従って通貨スワップ協定の締結することを促進すると決めた。その目的
は、一国で外貨流動性の不足または国際収支問題が起こったとき、他のメンバーによって緊急
支援の外貨資金を提供し、地域の金融市場を安定化させることである。これは、東アジア地域
の金融協力において最も重要な制度的成果である。2008 年 5 月、世界金融危機の衝撃に対応す
るため、中日韓と ASEANは「チェンマイ・イニシアティブ」に基づき、関連国家を助けて金
融危機を防ぐために 800 億ドルを拠出して地域の外貨準備プール（共同外貨準備基金）を設立
することを決めた。中日韓と ASEANの出資比率は 8：2 である。同時に各国は、借款条件お
よび借款協定条項を含む具体的な内容に関してできるだけ早く合意が形成できるよう、いっそ
うの努力を行うことを承諾した。2009 年 5 月、中日韓と ASEANはインドネシアのバリ島で
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特別財務相会議を開き、共同外貨準備基金に対する認識を共有し、外貨準備プールの規模を
1,200 億ドルへ拡充することに同意した。1,200 億ドルの内、中国と日本はそれぞれ 384 億ドル
を出資し、韓国は 192 億ドルを出資する。外貨準備プールは 2009 年末までに出資が完了する
こととされた。東アジアの金融協力は、一部の東アジア国家の危機対応を助け、地域内市場の
自信を維持する面ですでに重要な役割を発揮している。
興味深いことに、東アジア地域協力の動力はこれまでは主に 2回の金融危機を源泉としてい
る。したがって、東アジア地域協力はまだ受動的であり、危機対応に中心をおいている。将来、
地域内の自由貿易協定の段階的実施に伴い、東アジア地域協力の動力では危機対応だけでなく、
機会創造も多くなるだろう。現在、「10 ＋ 3」の自由貿易協定はまだ明確なスケジュールがな
いが、将来地域内の各経済体により多くの機会を創造することに違いない。
注
１）中東を含まないが、オセアニアを含む。

